
２０２３年３月期　決算公告

静岡県浜松市中区佐藤二丁目２４番１号

株式会社スクロール３６０

代表取締役　山崎 正之

（単位:千円）

金 額 金 額

1,503,186 2,132,073

64 503,762

1,446,746 1,186,622

3,975 90,801

52,400 169,548

59,591

121,747

1,788,411 321,296

604,664 313,293

23,222 8,003

546,618 2,453,370

34,617

205 838,227

37,204 95,000

2,263 743,227

34,941 23,750

1,146,542 719,477

770,449 217,000

131,800 2,512

237,891 499,964

6,400 (156,960)

838,227

3,291,597 3,291,597

科 目

資 産 の 部 負 債 の 部

仕 掛 品 未 払 法 人 税 等

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 及 び 預 金 関係会社短期借入金

売 掛 金 未 払 金

資 産 合 計 負 債 純 資 産 合 計

純 資 産 合 計

純 資 産 の 部

車 両 運 搬 具 株 主 資 本

資 本 金

工具、器具及び備品

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ エ ア

投資その他の資産

繰 越 利 益剰 余金

（うち当期純利益）

関 係 会 社 株 式

2023年6月1日

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

機 械 装 置

預 り 金

賞 与 引 当 金

そ の 他

建 物

貸　借　対　照　表
（2023年3月31日現在）

科 目

退 職 給 付引 当金

負 債 合 計

そ の 他

そ の 他

差 入 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

固 定 負 債

その他利益剰余金

別 途 積 立 金

そ の 他

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金
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(1)　有価証券の評価基準及び評価方法

①　関係会社株式 　移動平均法による原価法によっております。

(2)　棚卸資産の評価基準及び評価方法

①　仕掛品

定額法

法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理

株式の種類 当事業年度増加 当事業年度減少 当事業年度末
株式数（株） 株式数（株） 株式数（株）

発行済株式
　譲渡制限株式 － － 1,900

合　計 － － 1,900

　当社は、当事業年度から、グループ通算制度を適用しております。また、「グループ通算制度を適用する場合の会計
処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処
理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。

　 当社では、主として通信販売事業者及びEC事業者に対し物流代行サービス等の通信販売代行サービスを行ってお
ります。これらのサービス契約については、通常、サービスの提供が完了し、請求が可能となった時点で収益を認識し
ております。また、第三者による財又はサービスの提供の手配を行う代理人としての業務を行っております。この代理人
業務は、第三者から顧客へ財又はサービスが提供された時に完了し、顧客から受け取る対価の額から当該第三者に
支払う額を控除した手数料の金額を収益として認識しております。

５．　その他計算書類作成のための重要な事項

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．　資産の評価基準及び評価方法

　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ
の方法により算定）によっております。

２．　固定資産の減価償却の方法

定率法
　ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに2016年
4月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用
しております。

(1)　有形固定資産

(3)　退職給付引当金 　従業員の退職給付に備えるため、事業年度末における退職給付債務の見
込額に基づき計上しております。
  なお、過去勤務費用及び数理計算上の差異は、発生年度に全額費用処理
しております。

(2)　無形固定資産

３．　引当金の計上基準

記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

（株主資本等変動計算書に関する注記）

発行済株式の種類及び総数に関する事項

1,900
1,900

当事業年度期首
株式数（株）

（その他の注記）

(2)　賞与引当金

(1)　貸倒引当金 　　売掛債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、事業年度末の一般債権に
ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に
回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　使用人及び使用人としての職務を有する役員に対して支給する賞与に充て
るため、支給予定見込額の事業年度負担分を計上しております。

４．　収益及び費用の計上基準
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